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平成18年10月期    個別財務諸表の概要           平成18年12月18日 
 
 
上 場 会 社 名         スリープログループ株式会社                   上場取引所     東証マザーズ 
コ ー ド 番 号           ２３７５                                      本社所在都道府県  東京都 
（ＵＲＬ  http://www.threepro.co.jp/  ）  
代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 髙野 研 
問合せ先責任者 役職名 財務経理部長   氏名 濱村 誠      ＴＥＬ (０３)６８３２－３２６０ 
決算取締役会開催日  平成18年12月18日            配当支払開始予定日  平成19年１月29日 
定時株主総会開催日  平成19年1月26日               単元株制度採用の有無  無 
 
１． 18年10月期の業績(平成17年11月１日～平成18年10月31日) 
(1)経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％
18年10月期 
17年10月期 

2,099  △32.4 
3,104   19.2 

△16     － 
△12     － 

△29    － 
△9    － 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自 己 資 本
当期純利益率

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

   百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
18年10月期 
17年10月期 

△204  －  
△61  －  

△12,095 82
 △40 01

－ － 
－ －

△15.4 
△5.6

△1.1  
△0.5  

△1.4 
△0.3

(注) ①期中平均株式数 18年10月期   17,163.44株             17年10月期  1,554,270株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
     ④18年10月期及び17年10月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当期純損失のため記載

をしておりません。 
 
(2)財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1株当たり純資産 
 
18年10月期 
17年10月期 

百万円 
2,706 
2,324 

百万円
1,330 
1,230 

％ 
49.2 
52.9 

円  銭
71,312 45 

760 28 
 (注) ①期末発行済株式数   18年10月期  18,907.65株 17年10月期     1,643,285株 
     ②期末自己株式数      18年10月期    254.27株 17年10月期     25,300株 
 
２．19年10月期の業績予想(平成18年11月１日～平成19年10月31日) 
 

売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円
中 間 期 
通   期 

290   
641   

25  
60  

5  
15  

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   786円 40銭 
 

３．配当状況 

・現金配当 １株当たり配当金(円) 

 第１四半期末   中間期末   第３四半期末   期末   その他 年間

配当金総額

(百万円) 

配 当 性 向

(％) 

純資産配当

率(％) 

17年10月期      －      －        －    10.00    － 10.00 16 － 1.3 

18年10月期      －      －        －  1,000.00    － 1,000.00 18 － 1.4 

19年10月期      －      －        －  1,000.00    － 1,000.00  

 

※ 業務予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、予想につきましては様々な不確定要素が内在して

おりますので、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。 
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１．個別財務諸表等 

（１） 貸借対照表 

  
第29期 

平成17年10月31日現在 
第30期 

平成18年10月31日現在 
比較増減 

区分 
注記
番号 金額（千円） 

構成比
（％） 金額（千円） 

構成比
（％） 金額（千円）  

（資産の部）  

Ⅰ流動資産  

１．現金及び預金  301,447 180,494 △120,953

２．受取手形  401 － △401

３．売掛金  517,137 － △517,137

４．貯蔵品  332 － △332

５．未収入金 ※１ 43,915 188,633 144,717

６．前払費用  16,475 21,763 5,287

７．短期貸付金  52,059 34,350 △17,708

８．繰延税金資産  14,352 － △14,352

９．その他  968 7,140 6,172

貸倒引当金  △4,846 △800 4,046

流動資産合計  942,244 40.5 431,581 15.9 △510,662

Ⅱ固定資産  

１．有形固定資産  

(1)建物  5,526 2,710 △2,816

減価償却累計額  △2,488 3,037 △222 2,487 2,265 △550

(2)工具器具備品  17,255 3,087 △14,167

減価償却累計額  △11,323 5,931 △701 2,386 10,622 △3,545

有形固定資産合計  8,969 0.4 4,873 0.2 △4,095

２．無形固定資産  

(1)ソフトウェア  31,731 1,929 △29,801

(2)その他  927 940 13

無形固定資産合計  32,659 1.4 2,870 0.1 △29,788

３．投資その他の資産  

(1)投資有価証券  78,912 55,727 △23,185

(2)関係会社株式  1,167,943 2,103,400 935,457

(3)従業員長期貸付金  841 6,689 5,847

(4)破産更生債権等  1,050 5,273 4,223

(5)保険積立金  30,795 30,795 －

(6)差入保証金  62,512 70,206 7,693

貸倒引当金  △1,057 △5,300 △4,243

投資その他の資産合計  1,340,999 57.7 2,266,792 83.8 925,793

固定資産合計  1,382,628 59.5 2,274,537 84.1 891,908

資産合計  2,324,872 100.0 2,706,118 100.0 381,246
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第29期 

平成17年10月31日現在 
第30期 

平成18年10月31日現在 比較増減 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）  

（負債の部）    

Ⅰ流動負債    

１.買掛金  20,583 －  △20,583 

２.短期借入金 ※３ 105,000 685,000  580,000 

3.1年内返済予定長期借入金 ※３ 226,656 279,988  53,332 

４.未払金  271,670 102,898  △168,208 

５.未払費用  10,912 8,820  △2,091 

６.未払法人税等  3,256 889  △2,345 

７.未払消費税等  32,858 －  △32,858 

８.前受金  3,677 －  △3,677 

９.預り金  24,669 13,484  △11,184 

10.その他  16,454 2,564   △14,454  

流動負債合計  715,738 30.8 1,093,645 40.4  377,229

Ⅱ固定負債   

１．長期借入金 ※３ 377,243 282,255  △94,988

２．繰延税金負債  1,762 －  △1,762

固定負債合計  379,005 16.3 282,255 10.4  △96,750

負債合計  1,094,744 47.1 1,375,900 50.8  281,178

   

（資本の部）   

Ⅰ資本金 ※４ 832,119 35.8 －  △832,119

Ⅱ資本剰余金   

１．資本準備金  336,854 － △336,854 

資本剰余金合計  336,854 14.5 －  △336,854

Ⅲ利益剰余金   

１．利益準備金  2,032 － △2,032 

２．当期未処分利益  98,889 － △98,889 

利益剰余金合計  100,921 4.3 －  △100,921

Ⅳその他有価証券評価差額金  2,901 0.1 －  △2,901

Ⅴ自己株式 ※５ △42,669 △1.8 －  42,669

資本合計  1,230,127 52.9 －  △1,230,127

負債資本合計  2,324,872 100.0 －  △2,324,872
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第29期 

平成17年10月31日現在 
第30期 

平成18年10月31日現在 
比較増減 

区分 
注記
番号 金額（千円） 

構成比
（％） 金額（千円） 

構成比
（％） 金額（千円）  

（純資産の部）   

Ⅰ 株主資本   

１．資本金  ※４ － － 998,409 36.9  998,409

２．資本剰余金   

(1)資本準備金  － 508,982 508,982 

資本剰余金合計  － － 508,982 18.8  508,982

３．利益剰余金   

(1)利益準備金  － 2,032 2,032 

(2)その他利益剰余金   

繰越利益剰余金  － △121,827 △121,827 

利益剰余金合計  － － △119,795 △4.4  △119,795

４．自己株式 ※５ － － △42,865 △1.6  △42,865

株主資本合計  － － 1,344,730 49.7  1,344,730

Ⅱ 評価・換算差額等   

１．その他有価証券評価差額金   － △14,512 △14,512 

評価・換算差額等合計  － － △14,512 △0.5  △14,512

純資産合計  － － 1,330,218 49.2  1,330,218

負債純資産合計   － － 2,706,118 100.0  2,706,118
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（２）損益計算書 

  
第29期 

自平成16年11月１日 
至平成17年10月31日 

第30期 
自平成17年11月１日 
至平成18年10月31日 

比較増減 

区分 
注記
番号 金額（千円） 

百分比
（％） 金額（千円） 

百分比
（％） 金額（千円）  

Ⅰ売上高  3,104,283 100.0 2,099,718 100.0 △1,004,565

Ⅱ売上原価  2,192,785 70.6 1,357,740 64.7 △835,045

売上総利益  911,497 29.4 741,978 35.3 △169,519

Ⅲ販売費及び一般管理費 ※１ 924,491 29.8 758,770 36.1 △165,720

営業損失  12,993 △0.4 16,791 △0.8 3,798

Ⅳ営業外収益  

１.受取利息  336 1,243 906

２.受取配当金 ※２ 12,544 4,805 △7,739

３.投資有価証券売却益  5,219 14,108 8,888

４.雑収入  797 18,898 0.6 2,583 22,739 1.1 1,786 3,841

Ⅴ営業外費用  

１.支払利息  11,435 16,698 5,263

２.投資有価証券売却損  321 13,744 13,422

３.新株発行費  794 5,021 4,226

４.支払補償金  1,914 － △1,914

５.雑損失  1,337 15,804 0.5 288 35,752 1.7 △1,049 19,947

経常損失  9,899 △0.3 29,804 △1.4 △19,904

Ⅵ特別利益  

１.貸倒引当金戻入益  － 880 880

２.償却債権取立益  － － 2,200 3,081 0.2 2,200 3,081

Ⅶ特別損失  

１.投資有価証券評価損  39,999 － △39,999

２.貸倒引当金繰入額  － 4,254 4,254

３.リース解約損  － 754 754

４.原状回復費用  － 2,930 2,930

５.関係会社株式評価損  － 39,999 1.3 150,884 158,823 7.6 150,884 118,823

税引前当期純損失  49,899 △1.6 185,546 △8.8 △135,647

法人税、住民税及び事業税  12,979 4,426 △8,553

法人税等追徴税額  5,967 － △5,967

法人税等調整額  △7,670 11,277 0.4 14,565 18,991 0.9 22,235 7,713

当期純損失  61,176 △2.0 204,537 △9.7 △143,360

前期繰越利益  160,066 － △160,066

当期未処分利益  98,889 － △98,889
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売上原価明細書 

  
第29期 

自平成16年11月１日 
至平成17年10月31日 

第30期 
自平成17年11月１日 
至平成18年10月31日 

比較増減 

区分 
注記
番号 金額（千円） 

構成比
（％） 金額（千円） 

構成比
（％） 金額（千円）  

Ⅰ仕入高  7,038 0.3 474 0.0 △6,564

Ⅱ労務費  1,821,782 83.1 1,123,529 82.8 △698,252

Ⅲ外注費  109,138 5.0 84,447 6.2 △24,691

Ⅳ経費  254,826 11.6 149,288 11.0 △105,538

合計  2,192,785 100.0 1,357,740 100.0 △835,045

 

 

(３)利益処分計算書 

  前 事 業 年 度 

平成18年１月27日 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

1,617

16,179

98,889

17,797

81,091

(当期未処分利益の処分) 

Ⅰ 当期未処分利益 

Ⅱ 利益処分額 

  １ 利益準備金 

  ２ 配当金 

Ⅲ 次期繰越利益 

 

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

 



 7

 

(４)株主資本等変動計算書 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰

余金 

 

資本金 
資本準備金 

資本剰余金 

合計 
利益準備金 

繰越利益剰余

金 

利益剰余金合

計 

平成17年10月31日 残高 （千円） 832,119 336,854 336,854 2,032 98,889 100,921

事業年度の変動額   

 新株の発行 166,290 166,290 166,290 － － －

株式交換 － 5,838 5,838 － － －

 剰余金の配当 － －  － － △16,179 △16,179

 当期純利益 － － －  － △204,537 △204,537

 自己株式の取得 － － －  － － －

 株主資本以外の項目の四半期会計

期間中の変動額（純額） 
－ － － － － －

事業年度の変動額合計 

（千円） 
166,290 172,128 172,128 － △220,717 △220,717

平成18年10月31日 残高 （千円） 998,409 508,982 508,982  2,032 △121,827 △119,795
 

株主資本 評価・換算差額等  

自己株式 株主資本合計
その他有価証

券評価差額金

評価・換算差

額等合計 

純資産合計 

平成17年10月31日 残高 （千円） △42,669 1,227,225 2,901 2,901 1,230,127 

事業年度の変動額   

 新株の発行 － 332,580 － － 332,580 

株式交換 － 5,838 － － 5,838 

 剰余金の配当 － △16,179 － － △16,179 

 四半期純利益 － △204,537 － － △204,537 

 自己株式の取得 △196 △196 － － △196 

 株主資本以外の項目の四半期会

計期間中の変動額（純額） 
－ － △17,414 △17,414 △17,414 

事業年度の変動額合計 

（千円） 
△196 117,504 △17,414 △17,414 100,090 

平成18年10月31日 残高 （千円） △42,865 1,344,730 △14,512 △14,512 1,330,218 

(注)１．剰余金の配当は、平成18年１月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

２．自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

  ３．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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財務諸表作成の基本となる重要な事項 

期別 

 

項目 

第29期 

自平成16年11月１日 

至平成17年10月31日 

第30期 

自平成17年11月１日 

至平成18年10月31日 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 (1)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 

 (2)その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末の市場価格に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末の市場価格に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定) 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物・・・・・・15年 

工具器具備品・・４年から15年 

(1）有形固定資産 

定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物・・・・・・３年から15年 

工具器具備品・・４年から15年 

 (2）無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(5年）

に基づく定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

４．繰延資産の処理方法 新株発行費 

支出時に全額費用として処理してお

ります。 

新株発行費 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権等の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。 

(追加情報) 

当会計年度において、業績連動型賞

与制度を導入し、従業員対象に支給す

ることといたしました。よって、将来

の賞与支給総額を未払金（28,552千

円）に計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

(2）賞与引当金 

同左 
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期別 

 

項目 

第29期 

自平成16年11月１日 

至平成17年10月31日 

第30期 

自平成17年11月１日 

至平成18年10月31日 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

７．その他財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項 

(1）消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

(1)消費税等の処理方法 

同左 

 (2）法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示方法 

実務対応報告12号｢法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書

上の表示について実務上の取扱い｣

（企業会計基準委員会平成16年２月

13日）が公表されたことに伴い、第

29期から同実務対応報告に基づき、

法人事業税の付加価値割及び資本割

については、売上原価並びに販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

この結果、売上原価が2,711千円、

販売費及び一般管理費が2,428千円増

加し、営業損失、経常損失及び税引前

当期損失が5,139千円増加しておりま

す。 

 

(2）―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会計処理の変更 

第29期 

自平成16年11月１日 

至平成17年10月31日 

第30期 

自平成17年11月１日 

至平成18年10月31日 

―――――――――― (減損会計) 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用

しております。これによる損益に与える影響はありません。 

―――――――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準適用指針第５号 平成17年12月９日)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17年19月９日)を適用

しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は 1,330,218 千円であり

ます。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

第29期 

平成17年10月31日現在 

第30期 

平成18年10月31日現在 

※１.（関係会社に対する資産及び負債） 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、

次のとおりであります。 

未収入金   20,192千円 

※１.（関係会社に対する資産及び負債） 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、

次のとおりであります。 

未収入金   164,756千円 

２.偶発債務 

関係会社の銀行借入れに対する保証債務 

㈱コアグルーヴ  50,020千円 

㈱ＪＰＳＳ    37,550千円 

計      87,570千円 

２.偶発債務 

関係会社の銀行借入れに対する保証債務 

スリープロマーケティング㈱ 16,700千円 

㈱ＪＰＳＳ         20,950千円 

計       37,650千円 

※３.当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。 

当会計期間末における当座貸越契約に係る借入金未実

行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額  350,000千円 

借入実行残高    5,000千円 

差引額      345,000千円 

※３.当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。 

当会計期間末における当座貸越契約に係る借入金未実

行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額     1,150,000千円 

借入実行残高       335,000千円 

差引額          815,000千円 

※４.会社が発行する株式  普通株式  3,120,000株 

発行済株式総数   普通株式   1,643,285株 

※４.会社が発行する株式   普通株式    65,000株 

発行済株式総数    普通株式      18,907.65株 

※５．（自己株式の保有数） 

普通株式           25,300株 

※５．（自己株式の保有数） 

普通株式            254.27株 
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（損益計算書関係） 

第29期 

自平成16年11月１日 

至平成17年10月31日 

第30期 

自平成17年11月１日 

至平成18年10月31日 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

役員報酬 43,984千円 

給与手当 240,481千円 

雑給 195,799千円 

法定福利費 55,391千円 

地代家賃 77,913千円 

募集費 24,664千円 

減価償却費 15,137千円 

貸倒引当金繰入額 4,132千円 

支払手数料 57,935千円 
 

販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の割合は

概ね次のとおりであります。 

販売費に属する費用       17.7％ 

一般管理費に属する費用      82.3％ 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

役員報酬 46,180千円 

給与手当 209,083千円 

雑給 107,385千円 

法定福利費 48,332千円 

地代家賃 53,444千円 

募集費 23,237千円 

減価償却費 10,129千円 

支払手数料 75,306千円 

 

販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の割合は

概ね次のとおりであります。 

販売費に属する費用       10.7％ 

一般管理費に属する費用     89.3％ 

※２．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれており

ます。 

受取配当金          12,150千円 

※２．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれており

ます。 

受取配当金          4,050千円 
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表示方法の変更 

第29期 

自平成16年11月１日 

至平成17年10月31日 

第30期 

自平成17年11月１日 

至平成18年10月31日 

（貸借対照表） 

前期まで流動資産の｢その他｣に含めて表示しておりました｢未

収入金｣は、当期において、資産の総額の100分１を超えたため

区分掲記しました。 

なお、前期末の｢未収入金｣は12,753千円であります。 

（貸借対照表） 

―――――――― 

 

 

（リース取引関係） 

第29期 

自平成16年11月１日 

至平成17年10月31日 

第30期 

自平成17年11月１日 

至平成18年10月31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 

 取得価額 

相当額 

減価償却

累計額相

当額 

期末残高 

相当額 

建物 12,248 5,613 6,634 

工具器具備品 37,885 27,774 10,110 

合計 50,133 33,388 16,745 
 

 

 取得価額 

相当額 

減価償却

累計額相

当額 

期末残高 

相当額 

建物 12,248 8,676 3,572 

工具器具備品 21,202 7,666 13,536 

合計 33,451 16,342 17,109 
 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 9,342千円 １年内 7,508千円

１年超 8,308千円 １年超 10,348千円

合計 17,650千円 合計 17,856千円

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 12,351千円 支払リース料 8,903千円

減価償却費相当額 11,412千円 減価償却費相当額 8,133千円

支払利息相当額 962千円 支払利息相当額 818千円

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によ

っております。 

 

５．利息相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 

第29期（平成17年10月31日日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

第30期（平成18年10月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

（税効果会計関係） 

第29期 

自平成16年11月１日 

至平成17年10月31日 

第30期 

自平成17年11月１日 

至平成18年10月31日 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

   

繰延税金資産（流動） 繰延税金資産（流動） 

未払賞与 12,197 未払賞与 7,038

未払社会保険料 1,207 未払社会保険料 728

貸倒引当金繰入超過額 貸倒引当金繰入超過額 1,067

その他 関係会社株式評価損 61,108

繰延税金資産（流動）合計 

333

613

14,350 その他 552

繰延税金資産（固定） 繰延税金資産（流動）合計 70,495

投資有価証券評価損 繰延税金資産（固定） 

貸倒引当金繰入超過額 投資有価証券評価損 －

繰延税金資産（固定）小計 

39,999

212

40,211

貸倒引当金繰入超過額 212

評価性引当額 △39,999 その他有価証券評価差額金 14,512

繰延税金資産（固定）合計 212 繰延税金資産（固定）小計 14,725

繰延税金負債（固定） 評価性引当額 △85,220

その他有価証券評価差額金 △1,975 繰延税金資産（固定）合計 －

繰延税金負債（固定）合計 △1,975 繰延税金負債（固定） 

繰延税金資産の純額 12,587 その他有価証券評価差額金 －

 繰延税金負債（固定）合計 －

  繰延税金資産の純額 －

２．財務諸表等規則第８条の12第１項第２号の規定に基づく注記につい

ては、税引前当期純損失のため記載を省略しております。 

２．財務諸表等規則第８条の12第１項第２号の規定に基づく注記につい

ては、税引前当期純損失のため記載を省略しております。 

   

   

   

 

（１株当たり情報） 

第29期 

自平成16年11月１日 

至平成17年10月31日 

第30期 

自平成17年11月１日 

至平成18年10月31日 

１株当たり純資産額                 760円28銭 

１株当たり当期純損失                 40円01銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額                            71,312円45銭 

１株当たり当期純損失                         12,095円82銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。 
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(注)1株当たり純利益金額算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
第29期 

自平成16年11月１日 

至平成17年10月31日 

第30期 

自平成17年11月１日 

至平成18年10月31日 

当期純利益(千円) △61,176 △204,537

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る当期純利益(千円) △61,176 △204,537

期中平均株式数(株) 1,554,270 16,909.77

普通株式増加数（株） 263,285 2,474.80

(うち第三者割当増資による新株発行) （140,000） (2,400.00)

（うち新株発行方式によるストックオプ

ション） 
（64,600） (42.00)

(うち株式交換による新株発行) （58,685） (32.80)

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後1株当たり当期純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要 

――――――――――― 

 

―――――――――― 
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（重要な後発事象） 

第29期 

自平成16年11月１日 

至平成17年10月31日 

第30期 

自平成17年11月１日 

至平成18年10月31日 

―――――――――― 株式交換による株式会社ナレッジ・フィールド・サービスの完

全子会社化について 

    当社は、平成18年11月14日開催の当社取締役会において、

株式会社ナレッジ・フィールド・サービスを子会社化とする

ために会社法796条第3項の規定に基づく株式交換契約を締

結することを決議し、同日付で株主総会の承認を必要としな

い簡易株式交換の手続きにより株式交換契約書を締結いた

しました。 

  1．株式交換の目的 

株式会社ナレッジ・フィールド・サービス（以下「ＫＦ

Ｓ」）のグループ会社化は、当社グループの販売支援サー

ビスの拡大のみならず、従来加賀電子株式会社（本社：東

京都文京区、代表取締役社長 塚本勲）の企業グループ内

にあった販売支援機能をスリープログループが引継ぎ、強

化拡大した上で加賀電子グループへふたたび提供してい

くことを主軸に、両社の企業グループ間での連携強化を図

ること主眼としております。  

 2．株式交換する会社の名称、事業内容、規模 

  (1)会社名称 ：株式会社ナレッジ・フィールド・サービス

   (2)事業内容 ：リテール・マーチャンダイジング・サービ

ス（販売応援・店舗定期訪問）・人材派遣事

業・請負事業 

  (3)会社規模 ： 資本金 75,000千円 

  3.株式交換の方法 

(1)株式交換の日程  

平成18年11月14日 株式交換契約書承認取締役会  

平成18年11月14日 株式交換契約書の締結  

平成18年11月21日 株式会社ナレッジ・フィールド・サー

ビスおける株式交換契約書承認株主総会 

平成18年12月６日 株式交換期日（効力発生日）  

平成18年12月６日 株券交付日  

(2)株式交換比率 

 スリープログルー

プ株式会社 

（完全親会社） 

株式会社ナレッ

ジ・フィールド・

サービス 

（完全子会社） 

株式交換比率 １ ０．５８２５ 

(注) ① 株式の割当比率  

株式会社ナレッジ・フィールド・サービスの株式１株に対

し、当社株式0.5825株を割り当て交付いたします。  

② 株式交換比率の算定根拠  

当社が算定依頼した第三者機関である公認会計士柳澤・浅

野会計事務所から提示された株式交換比率案を参考に、当社

と株式会社ナレッジ・フィールド・サービスは、株式交換比

率について総合的な検討と協議をそれぞれ重ねた結果、結論

の交換比率といたしました。  

③ 第三者機関による算定結果、算定方法及び算定根拠  

公認会計士柳澤宏之は、非上場会社である株式会社ナレッ

ジ・フィールド・サービスについて、同社から提出された諸

資料に基づき企業評価を行い、ＤＣＦ方式による株価算定を

行いました。また、上場会社である当社については市場価格

方式により株価算定を行いました。これらを参考に株式交換

比率案を算定いたしました。  

④ 株式交換により交付する株式数  

普通株式 466株 （自己株式253株 新株213株）  
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第29期 

自平成16年11月１日 

至平成17年10月31日 

第30期 

自平成17年11月１日 

至平成18年10月31日 

―――――――――― (3)株式会社ナレッジ・フィールド・サービスの新株予約権及

び新株予約権付社債に関する取扱い  

該当事項はありません。  

 4.株式交換の効力発生日 

        平成18年12月６日 

 

 

 

２．役員の異動 

（１）代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

（２）その他の役員の異動 

該当事項はありません。 
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